
改定計画等との  

事項名   措置内容  
実施予定時期  

関係  平成19年度  平庁紀0年度  平成∃1年度   

⑤保育サービ  直接契約方式の導入に当たっては、各認可保育所  改定・福祉  包括的な次世代育成支援の   

スの情報公  が契約当事者になることから、少なくとも現在市町  イ③   枠組みを構築していく中で   

開の促進等  村に義務付けられている、施設及び設備の状況、入  検討、平成20年度結論、平成   

（厚生労働省）  所定員、職員の状況、開所時間、保育の方針等運営  21年度以降、制度設計の詳細  

の状況、保育料に関する事項については、各認可保  について検討・結論・措置   

育所に公開を義務付けることを検討する。  

併せて、在宅サービスについても、必要な情報提  

供の在り方について検討する。  

⑥保育所の入  a 保育所の入所基準に係る見直し   改定・福祉  一部措  

所基準等に  ア 待機児童の多い都市部等では、パートタイム  イ④aア  置済   

係る見直し   勤務等の保護者の子どもが「保育に欠ける」要   

（厚生労働省）   件を満たしながら保育所に入所できないとの  

指摘や、「保育に欠ける」要件を満たさない子  

どもの保護者の中には、日中のフルタイム勤務  

をしていない母子世帯や低所得者層も含まれ  

ているとの指摘もあり、このような保育所に入  

所していないが保育の必要性が高いと判断さ  

れる児童の実態について調査する。  

イ 戦後間もなく制定された児童福祉法では、保  重点・福  包括的な次世代育  

育の実施対濠を「保育に欠ける」児童と定めて  （2）①ウ  成支援の枠組みを  

おり、現在もなお、保育所に入所できる、ある  〔改定・福  構築していく中で  

いは国の家庭的保育事業によるサービスを受  祉イ④a  検討、平成20年度  

けられるのは「保育に欠ける」児童に限定され  イ〕  結論、平成21年度  

ている。この「保育に欠ける」要件は、具体的  以降、制度設計の  

には児童福祉法施行令（昭和22年政令第74号）  詳細について検  

で定める基準に従い、各地方公共団体の条例で  討・結論・措置   

定めることとなっているが、保護者の就業状況  

や就労形態の多様化、核家族化の進行や子育て  

に困難を抱える家庭の増加など、子どもを取り  

巻く環境が大きく変化しているにもかかわら  

ず、児童福祉法施行令で定める基準については  

長年見直しがなされていない。  
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改定計画等との  
事項名   措置内容  

実施予定時期  

関係  平成19年度  平舶平成孔年度  

そのため、保育所への入所の可否と個々の家  

庭における保育や子育て支援の必要度合いが  

必ずしも一致していない場合がある。特に都市  

部等では、「保護者が昼間就労を常態とする」  

という1つめの要件に最も高い優先度が設定  

されている地方公共団体が多く、早朝・深夜シ  

フトや、パートタイム勤務を掛け持ちする保護  

者等の児童は入所しにくいという指摘もある。  

したがって、「保育に欠ける」要件を近年の  

実態に照らして見直し、共働き世帯のみなら  

ず、専業主婦（夫）世帯でも、必要に応じて保  

育所等において保育・子育て支援サービスを利  

用できるような基準に改めることを検討し、結  

論を得る。  

なお、入所希望者数が定員数を超える場合、  

新たな補助方式における補助額の設定に必要  

な「要保育度」と同様の概念で、その必要度に  

応じて優先順位付けされるような仕組みを併  

せて導入することについて、各関係機関と適切  

な連携を図り、新たな制度設計の詳細について  

検討を行い、結論を得、措置を講ずる。  

b 入所選考等に係る情報開示の徹底   重点・福祉  措置  

利用者の納得性を高める観点から、市町村による保  （2）②エ  

育所の入所選考等に係る情報提供の実施状況の詳  〔改定・福  

細を把握し、情報開示の徹底を図る。   祉イ④も〕   
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改定計画等との  
事項名   措置内容  

実施予定時期  

関係  平成19年度  平成20年度  平成Zl年度   

⑦保育所の最  a 保育所の最低基準の見直し   改定・福祉  調査実  措置   

低基準等に   児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令第  イ⑤a  施・分析   

係る見直し  63号）は、昭和23年の制定以来ほとんど改正さ   

（厚生労働省）   れておらず、中には明確な科学的な根拠がないま  

まに長年適用されてしまっているものも少なく  

ないとの指摘がある。例えば、保育所について、  

乳児のほふく室の面積基準は1人あたり3．3r迂、  

保育に従事する者の要件はすべて保育士資格を  

保有する者と定められているが、一方で、東京都  

の認証保育所制度では、それぞれ2．5ポ、資格保  

有者6割までは緩和が認められており、基準の緩  

和による具体的な問題は必ずしも明らかになっ  

ていない。また、「認定こども園」の幼稚園型、  

地方裁量型の施設では、3歳以上の長時間利用児  

（「保育に欠ける」要件を満たす子ども）を保育  

する職員は、保育士資格の取得に向けた努力など  

一定の条件つきで幼稚園教諭でも可とされてい  

る。  

したがって、子どもの安全面のみならず、健康  

な心身の発達を保障する環境を整えるためには、  

どこまでの最低基準が必要なのか見直すため、科  

学的・実証的な検証に早急に着手する。その際、  

認可保育所との比較対象として、地方公共団体が  

独自に実施している保育室等を含める。  

b 保育所定員の見直し   改定・福祉  検討・結  措置（4  

待機児童を抱える保育所における定員の弾力  三／ゝ  

白岡   月）   

化については、段階的に認めてきたところであ  

り、現在は、年度当初（4月）の定員超過率は  

15％、5月は25％まで、10月以降は職員配置・  

面積基準の範囲内で25％を超えても構わないと  

している。それに対し、市町村からは、定員超過  

率の更なる弾力化、あるいは超過率の決定権限の  

市町村への委譲を求める要望があがっている。  

一方で、恒常的に定員を超えた数の児童を受け  

入れている保育所に対しては、3年を目途に定員  

改定を行うよう通知しているが、定員が増加する   

14   



改定計画等との  
事項名   措置内容  

実施予定時期  

関係  平成19相聴璃平成封年度  

と補助額の単価が下がってしまうという保育所  

にとっての阻害要因が存在する。  

そのため、保育所が定員を増やすことへの意  

欲・取組を阻害しないような方策を講じるととも  

に、現在行われている弾力化の状況を考慮しつ  

つ、定員超過率の設定の見直しについて検討を行  

う。  

⑧夜間保育、   定員要件緩和後の夜間保育所の設置状況や延長  改定・福祉  子ども・子育て応援プランに   

休日保育の  保育の推進状況等を踏まえつつ、夜間の保育需要に  イ⑥   基づき計画的に推進   

推進   対応する施策を推進する。また、休日保育について   

（厚生労働省）  も、計画的に推進する。   

⑨保育所等の  保育所、保育ママ、地方公共団体における様々な  改定・福祉  逐次実施   

受入児童数  単独施策等を活用し、待機児童の多い都市を中心に  イ（∋   

の拡大  受入児童数の増大を図る。   

（厚生労働省）  

⑩イコールフ  a 待機児童の多い地域等においては、保育サービ  重点・福祉  包括的な次世代育   

ッティング  ス供給量を劇的に増やす必要がある中、保育所運  （2）②ア  成支援の枠組みを   

による株式  営にも多様な民間事業者の参入を促すためには、  構築していく中で   

会社等の参  様々な阻害要因を早急に取り除かなければなら  検討、平成20年度   

入促進   ない。したがって、以下の具体策について、新た  結論、平成21年度   

（厚生労働  な制度設計の吉報田に係る検討を行い、結論を得、  以降、制度設計の   

省）   措置を講ずる。  詳細について検  

第1に、施設整備交付金の対象となっていない  討・結論・措置   

社会福祉法人等以外の事業者に対して、保育単価  

に施設整備の減価償却相当分を見込む、あるいは  

土地・建物の賃借料について一定の補助を行うこ  

とについて。  

第2に、株式会社など社会福祉法人以外の事業  

者に対し、追加的に求めている社会福祉法人会計  

基準に基づく会計処理について。  

第3に、事業者が最低基準を維持し、更なる質  

の向上に向けたインセンティブを働かせる構造  

となるよう、運営費の使途範囲の在り方につい  

て。  
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改定計画等との  

事項名   措置内容  
実施予定時期  

関係  平成19年度  平成20年度  平成三1年度  

bまた、民営化の際、市町村において透明かつ公  措置   

正な手続きが行われているか実態を把握し、社会  

福祉法人以外の民間事業者が合理的な理由なく  

排除されないよう、引き続き都道府県への周知徹  

底を図る。  

⑪地域の実情  私立保育所や認定こども園、認証保育所等、様々  重点・福祉  包括的な次世代育   

に応じた施  な施設のサービスや運営効率、利用者満足度の相互  （2）②イ  成支援の枠組みを   

設の設置の  比較を行うなどして、限られた財源を効率的に活用  構築していく中で   

促進   し、施設の設置を進める必要がある。  検討、平成20年度   

（厚生労働  したがって、効率よくサービス供給量を拡大する  結論、平成21年度   

省）   ことができ、待機児童の解消やパートタイム労働者  以降、制度設計の  

等の「保育に欠ける」要件を満たさない児童の受  詳細について検  

入れにも道がひらけることからも、例えさ剖、規模で  討・結論・措置   

あっても一定の質が保たれている保育の類型を国  

の制度として位置づけ、利用者の選択による直接契  

約方式の下、柔軟な設置基準により運営するととも  

に、一定の補助・支援を行うことを検討し、結論を  

得る。その上で、各関係機関と適切な連携を図り、  

新たな制度設計の詳細について検討を行い、結論を  

得、措置を講ずる。  
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改定計画等との  
事項名   措置内容  

実施予定時期  

関係  槻9確 報0年度平成封年度   

⑫保育所にお  a 特区事業「公立保育所における給食の外部搬入  重点・福祉  平成20年度検討、   

ける給食の  方式の容認事業」（特例番号920）について、構  （2）②ウ  できる限り早期に   

外部搬入方  造改革特別区域推進本部評価・調査委員会におい  結論   

式の容認   て、子どもの年齢や発育状態、日々の体調、食物   

（内閣官房）  アレルギー等への十分な対応策も含め、全国規模  

での展開に向け、引き続き精力的に検討を進め、  

できる限り早期に結論を得る。  

（厚生労働       b また、特区事業が全国展開された場合において  特区事業が全国展   

省）   は、給食の在り方全般について検討を行う。  開された場合に  

は、速やかに検討   

⑬家庭的保育  a 家庭的保育者の要件の緩和   重点・福祉  平成21   

（保育マ   家庭的保育事業を法制化する児童福祉法の改  （2）③イ  年度検   

マ）の拡充  正法が第170回臨時国会において成立したとこ  （ア）〔改  討・結   

に向けた取  ろであり、今後省令で定める家庭的保育者の要件  定・福祉イ  論、平成   

組   については、先行して実績を上げている地方公共  ⑧〕  22年度   

（厚生労働省）   団体の取組を十分参考にし、要件の緩和を図る。  措置   

具体的には、保育士、看護師等の資格保有者に限  

定せず、基礎的な研修の修了を条件に、意欲のあ  

る育児経験者を保育者と認めるなど柔軟な要件  

設定とする。  

また、現行の保育者要件では、保育に専念でき  

る環境が必要であるとの理由から、「未就学児童  

を現に養育していないこと」としているが、例え  

ば、フランスでは実子も含めて3人まで保育する  

ことが法的に認められており、これは、女性が子  

育てしながら収入を得る機会と、保育ママのなり  

手の確保の双方に役立っていると考えられるこ  

とから、未就学児童を養育している者も含める。  
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改定計画等との  

事項名   措置内容  
実施予定時期  

関係  平成19年度  平成三0年度   平成≧1年度  

b 実施基準・ガイドラインの適切な策定   重点・福祉  平成21  

家庭的保育事業が法制化されたのち、国の補助  （2）③イ  年度検  

を受け家庭的保育制度を利用する地方公共団体  （イ）  討・結  

の数が増えるよう、実施基準・ガイドラインの策  論、平成  

定に際しては、一定の質の確保を前提に、過度に  22年度  

措置  厳しくならないよう配慮する。  
c 対象児童の拡大   重点・福祉  包括的な次世代育  

本来、少人数かつ家庭的な環境で保育が行われ  （2）③イ  成支援の枠組みを  

る保育ママは、保育所における集団保育とは異な  （ウ）  構築していく中で  

り、個別で柔軟な保育が可能であることなどから  検討、平成20年度  

積極的に保育ママを希望する保護者・家庭もあ  結論、平成21年度  

る。  以降、制度設計の  

そのため、国の家庭的保育事業についても、小  詳細について検  

規模で弾力的な保育サービスの1つとして、「①  討・結論・措置  

抜本的な保育制度改革り「保育に欠ける」要  

件の見直し」の中で併せて検討し、結論を得る。  

その上で、各関係機関と適切な連携を図り、新た  

な制度設計の詳細について検討を行い、結論を  

得、措置を講ずる。  

d 「家庭的保育支援者」の見直し   重点・福祉  平成21  

家庭的保育事業における家庭的保育支援者に  （2）③イ  年度検  

ついては、その配置状況や制度として十分機能し  圏  討・結  

ているかどうかの検証を踏まえ、必要に応じて見  論、平成  

直す。  22年度  

措置   

⑭民間の保育  今後、家庭的保育事業を法律に位置づけるに当た  重点・福祉  平成21   

ママサービ  り、事業の安全性や質の確保を図る観点から、市町  （2）③ウ  年度検   

スの指導監  村が家庭的保育者に遵守させる実施基準を設ける  討・結   

督基準の適  などとしているところであり、その際には、民間の  論、平成   

正化   保育ママサービスに係る認可外保育施設指導監督  22年度   

（厚生労働  基準に代わり、新たに基準を設けることが適切か否  措置   

省）   かについても併せて検討する。   
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改定計画等との  

事項名   措置内容  
実施予定時期  

関係  平成19年度  平亨恕0年度  平鹿1年度   

⑮認可外保育  認可外保育施設における保育の質及び適正な運  重点・福祉  一部措  措置   

施設の質の  営を確保する観点から、都道府県による指導監督  （2）③ェ  置済   

維持・向上  が、形態や分類にかかわらず、あらゆる認可外の保   

（厚生労働  育施設・サービスについて適切に実施されるよう、   

省）   徹底を図る。   

⑯ベビーシッ   年金特別会計児童手当勘定を財源とし、国が財団  改定・福祉  検討・結論  措置   

ター育児支  法人こども未来財団に補助、さらに社団法人全国ベ  イ⑨   

援事業の運  ピーシッター協会に事務手続きを委託しているベ   

営の適正化  ビーシッター育児支援事業の運営の在り方を再検   

（厚生労働省）  証し、その適正化を図る。  

また、この事業において、ベビーシッター育児支  

援割引券等が使用できるベビーシッター事業者は、  

全国ベビーシッター協会の正会員である事業者（平  

成19年3月末時点でわずか112社）に限定されて  

いる。  

そのため、当該割引券等が使用できる事業者の要件  

の妥当性を至急検証し、見直しを行う。   

19   



ウ 両立支援  

改定計画等と   
事項名   措置内容  

実施予定時期  

の関係   平成19年度  平成ZO年度  平把1年度   

（参事業所内託  現行制度では、事業所内託児施設等を認可外保  改定・福  逐次実施   

児施設等の   育施設として位置づけており、認可外保育施設指  祉ウ④   

質の担保の  導監督基準に沿って、都道府県が指導監督を実施   

徹底   することとしている。   

（厚生労働省）   今後、適切な指導監督が行われ、保育の質及び  

適正な運営が確保されるよう周知徹底を図る。   
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12 雇用・労働関係   

工 就労の促進・チャレンジ機会の拡大  

改定吉十画等と  
事項名   措置内容  

実施予定時期  

の関係  平成19年度  平方む0年度  槻1年度   

④保育士試験  a 保育士試験においては、高卒者及び中卒者に  改定・雇  検討開  

受験要件等の  ついて受験要件としている実務経験を積む機  用エ④  始   

見直し   会が限定的であるのが実態である。   

（厚生労働省）   実務経験の内容について、実務経験の機会を  

広げる観点から、家庭的保育（保育ママ）の経  

験を含める等対象範囲を広げるとともに、フル  

タイム勤務に限らず多様な勤務形態を認める  

等の見直しについて検討を行い、その結果を広  

く周知する。  

b 保育士養成制度の見直し（養成施設のカリキ  検討開  

ユラムや保育士試験のあり方等）においては、  始   

保育現場での実践力を備えた人材を養成する  

ことに留意する。また、高卒程度の学歴を有し  

ない者に対しても、家庭的保育（保育ママ）の  

経験を有する者については養成施設への入所  

を可能とする等、育児・保育経験を有する人材  

がチャレンジする機会を確保する観点から検  

討する。  

⑤保育士資格  a 保育士養成施設及び保育土試験の科目につ  重点・雇  結論   

制度（厚生労働   いては、今の保育の現場にふさわしい保育士  用（1）   

省）   の質を担保できるよう、保育現場で実践的に  

活用できる内容の充実を図るとともに、必要  

な整理を行う。なお、これらの見直しによっ  

て、負担が軽減されることが望ましいが、少  

なくとも、全体としての負担が増えることが  

ないように図る。  

さらに、保育士養成施設において、国家試  

験を義務付けるなど知識・技能の習得が確実  

になされる方策を検討する。   

b 多様な人材が、保育の質を担保することを前  重点・雇  結論  

提に、保育現場に入りやすくなるような方策に  用（1）  

ついて速やかに検討する。   ②   
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改定計画等と  

措置内容  
実施予定時期  

事項名  
の関係  平成19年痩  平成三0年度  平斥短1年度   

⑦病児・病後児  a 交付金を受けた各市町村は、病児・病後児保  改定・福  措置済  

保育サービス   青草業者への補助金支給の際に利用料設定に  祉イ⑲   

の拡充（厚生労   係る規定を設けているが、大半の事業者にお   

働省）   ける利用料は、事実上2，000円／日程度に固  

定化されてしまっている。 一方、施設（医療  

機関併設型、保育所型等）事業者の9割近く  

が、採算上赤字という調査結果が出ている。  

また、補助金が預かり児童数4名で頭打ちに  

なるケースが多いため、定員4名以上の場合  

は、預かれば預かるほど赤字が増えるという  

構造になっている。  

したがって、 事業の実態を十分に把握し、  

利用料の設定方法も含め、病児・病後児保育  

事業が安定的に実施されるよう適切に助言等  

を行う。  

b 配置職員の増員を含めた平成20年度の病  重点・雇  平成21  

児・病後児保育事業の再編の効果について、   用（3）  年度結  

サービスの質・量の両面から調査・分析を行  ①  
論、平成  

い、職員配置基準の緩和を検討する。  22年度  

措置   
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